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[内容要旨] 
 

本研究は、非正規雇用が日本の労働力の 3 分の 1 以上を占めるようになり、もはや労働法政策



にとって周辺的事象ではなくなった非正規雇用に関する今後の法政策の方向性を検討したもので

ある。本研究では、非正規雇用問題に対するアプローチとして、実体規制アプローチ（非正規雇

用の利用を制限したり、正規雇用との差別を禁止をするなど非正規労働を直接的に規制するアプ

ローチ）と、手続規制アプローチ（非正規雇用労働者が労働条件設定プロセスに積極的に関与す

る手続を用意し、これにより非正規雇用労働者の適正処遇を確保しようとするアプローチ）とが

あることを念頭に置き、諸外国で非正規雇用問題に対していかなる法政策が採用されているのか

という総論的な検討（第 1 章から第 6 章）を行うとともに、各論として有期労働契約に関する 5

カ国（仏独蘭英韓）の法規制について分析（第 7 章から第 11 章）を行った。 

 

総論的検討からは、非正規雇用問題について手続的規制のみ、あるいは実体規制のみという対

応ではなく、各国ともに、双方を動員してこの問題に対応していることが確認された。特に、集

団法（団体交渉法制・従業員代表制）のレベルで、最終的に多数原理が妥当するがゆえに、非正

規従業員の労働条件決定プロセスへの参加機会の保障が強調され、また、裁判所が少数者保護の

役割を担って当事者自治に一定の司法審査を行うなど、重層的取り組みが行われている点が注目

された。 

 

有期契約規制に焦点を絞った各論的検討では、検討対象とした各国では、無期契約との差別禁

止は共通して採用されていたが、有期契約の入口・出口規制については相当のバラエティが観察

された。有期契約利用を厳格に制約するフランスでも、その利用可能性を拡大し、福祉目的（雇

用政策目的）の有期契約を認めており、ドイツは入口規制による高失業への反省から入口規制を

緩和し、オランダ・イギリス・韓国は入口規制を行わず、出口規制のみを行ってことなどからは、

有期契約を単に、禁止すべき望ましくない雇用形態ととらえるのではなく、むしろ、有期契約を

失業状態と良好な雇用機会である無期雇用をつなぐステップとして活用しようとする政策意図も

伺うことができる。そうした良好な雇用への移行を促す施策としては、抽象的基準ではなく、一

定回数ないし一定期間以上継続されたという客観的基準によって、無期契約への転化を定めてい

る点が注目される。 

 

日本は、有期契約について差別禁止規制や入口規制は行っておらず、自由に利用可能としてい

る。ただ、例外的に雇止め法理という判例法によって、一定の出口規制を行っているが、同法理

は、雇用継続への期待が合理的かといった抽象的規範に依拠しており、予測可能性に欠けるとい

う問題がある。諸外国の規制状況は、今後の日本の有期契約の位置づけ自体や入口・出口・内容

規制のあり方を考える場合に有益な示唆を与えるものと考える。 

  

 


